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近年，計画降雨量の超過や観測降雨量の記録更新を伴う大雨災害が頻発している．自治体が大雨災害に

対する水防研修で想定する降雨シナリオは，過去に起きた大雨災害だけでは事例数が限られている．気候

の自由度を考慮すると物理的根拠に基づき起こりうる大雨事例も含めて想定することが望ましい． 
本研究では，気候変動を考慮した大量アンサンブルデータより作成した物理的根拠に基づき起こりう

る浸水シナリオを検討した．そして，大雨災害シナリオを用いて北海道十勝川流域の複数の自治体および

学術機関，行政などで共同の防災研修を実施した． 
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1.  はじめに 
 
 我が国では，近年，計画降雨量の超過や観測降雨

量の記録更新を伴う大雨災害が頻発している．北海

道においては2016年8月に観測史上初となる３つの

台風が上陸し，その後，太平洋側から東北地方へ上

陸した台風10号により道内各地で大雨による甚大な

浸水被害が発生した1)．北海道において気候変動の

進行とともに極端降雨量の増加が予測されており2)，

気候変動適応策の推進が喫緊の課題となっている． 
近年では地球温暖化対策に資するアンサンブル気

候予測データベース（d4PDF）が整備・利活用され

ており3)気候変動への適応策の策定に貢献している．

d4PDFは過去および気候変動進行後における計数千

年分の気候データであり，これにより初めて大雨災

害に繋がる低頻度の気象現象の強度や発生頻度を統

計的に評価することが可能となった4)．2019年の気

候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会では気

候変動の影響を加味して日本全国の治水計画の指標

となる降雨量を現在の1.1〜1.15倍に見直す提言が行

われ，従来型の観測実績に基づく河川計画論から気

候変動予測情報も活用した計画論へ転換が進められ

ている5)．2021年に変更された常呂川水系河川整備

計画では，1951年から2010年までの気候，および産

業革命以降全球平均気温が4℃上昇した気候条件に

おける浸水による死者数等の具体的なリスクの変化

が示されるなど，行政の検討にもリスク評価に基づ

く適応策の検討が進められている， 
2021年に施行された気候変動の影響による降雨量

増加に対応するために特定都市河川浸水被害対策法

等の一部を改正する法律の目的は，①氾濫をできる

だけ防ぐ対策（ハード対策）②被害対象を減少させ

るための対策（適切な土地利用）③被害の軽減，早

期復旧・復興のための対策（ソフト対策）を軸に，

流域全体を俯瞰して，あらゆる関係者が協働する流

域治水の実現を図ることである．流域治水による安

全な社会を実現するためにはハード対策や適切な土

地利用だけでなく，ソフト対策における気候変動適

応策を進める必要がある．例えば，防災研修を通し

た自治体の大雨災害に対する想定訓練を行う際の想

定事例として，過去に起きた大雨事例は数が限られ

ており，気候の自由度を考えると物理的根拠に基づ
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き起こりうる大雨事例も含めて事前に想定すること

が望ましい．特に北海道のような，今後より降雨量

が増大する可能性があるが，災害対応経験が比較的

少ない地域においては，大雨災害を事前に想定・経

験することが防災対応力向上のために重要である． 
本研究では，d4PDFより作成した物理的根拠に基

づき起こりうる大雨災害の浸水シナリオ(大雨災害

シナリオ)を活用した防災研修手法の提案および北

海道での実施した研修会を紹介する．  
 
2.  対象地域および大雨災害シナリオの概要 
 
(1)本研究の対象地域 
著者らは，2021年から北海道十勝川流域の6つの

自治体(帯広市，芽室町，清水町，新得町，鹿追町，

浦幌町)を対象に，図-1に示すように大雨災害シナ

リオを用いた取り組みを実施している．本検討では，

図-2に示す帯広市を対象に大雨災害シナリオの確認

を実施した．同市は十勝川と札内川に囲まれ，中心

市街地を帯広川，新帯広川等の8河川が貫流してい

る．また，対象地区の浸水想定区域図やハザードマ

ップでは市街地一面が床上浸水以上となっている浸

水リスクの高い地区である．2016年8月北海道豪雨

時には，十勝川沿い，札内川沿いの地域に避難勧告

の発令が行われたが，同事例以前には35年間にわた

り避難所の開設及び避難に関する発令の実績が無い．

そのため，緊急時の具体的な想定がしづらいという

課題を有している．そこでd4PDFを活用した大雨災

害シナリオを作成し，防災研修を実施した． 
 
(2) 大雨災害シナリオの概要 
 著者らは，d4PDFの降雨データを元にした，降雨

流出，河道流解析および氾濫計算による河川流量・

水位や浸水データの解析手法を開発してきた7)．帯

広市を対象とした本検討では， d4PDFから北海道に

甚大な被害をもたらした2016年8月の台風10号の経

路および降雨の空間分布が類似した事例を抽出した．

抽出した降雨を用いて，同市周辺における河川水位

の算出および氾濫解析を実施した．対象河川は市街

地の氾濫形態に影響のあると想定される十勝川，札

内川，および北海道管理河川の新帯広川，帯広川，

柏林台川，ウツベツ川とした． 
 
(3) 大雨災害シナリオの可視化 
第2期戦略的イノベーション創造プログラム

（SIP）の課題の１つである「国家レジリエンス

（防災・減災）の強化」では，省庁間を超えて統合

した防災関連情報および最先端の予測情報に基づく

リアルタイムの洪水ハザードおよび災害発生リスク

の6時間先までの予測情報を地図データと紐づけて

表示することにより，リードタイムを確保した適切

な区域への発令判断を支援する市町村災害対応支援

統合システム（IDR4M）の開発と全国の自治体へ

の実装を進めている6) 本研究ではIDR4Mに大雨災害

シナリオの降雨，河川水位，浸水深の3種類のデー

タを導入し，地図データ上に時系列で可視化した．  
 
3.  大雨災害シナリオを活用した防災研修 
 
 2022年6月28日に著者らは十勝川流域水防研修会

を開催した．参加機関は協力自治体の帯広市，芽室

町，清水町，新得町，鹿追町，浦幌町，北海道開発

局，寒地土木研究所，5つの建設コンサルタント企

業，参加者は合計40名以上となった．  
図-3で示すように，最初に2016年8月北海道豪雨の

実績の浸水被害や当時の対応の振り返りを行った．

これは，帯広市の災害経験を振り返ることで，当時

の状況や課題を認識してもらうことが目的である．

 
図-1．SIP北海道における検討のイメージ 

 
図-2．帯広市周辺河川と想定最⼤規模の浸⽔想定区域
(国⼟数値情報ダウンロードサービスから作成) 
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次に，大雨災害シナリオ活用した研修を行った．防

災研修では図-4に示すようにIDR4Mに導入した時系

列の降雨，河川水位，洪水ハザード（浸水深）をパ

ソコン上で可視化することで共有した． 
本研修手法は，降雨，河川水位，洪水ハザード

が時系列かつ空間的に確認できるため緊急時を想定

しやすいことや，過去に水害の経験が少ないため避

難訓練や所内研修において適切なシナリオの設定が

難しいことから，実際に市町村での所内訓練に活用

したいという意見があった． 
 
4.  まとめ 
 

本研究では，アンサンブル気候データより作成した

物理的根拠に基づき起こりうる大雨災害の浸水シナ

リオ(大雨災害シナリオ)を活用した防災研修手法の

提案し，北海道十勝川流域において自治体との研修

会を実施した．今までに大きな水害の経験が少ない

地区において，大雨災害シナリオを活用した防災研

修が有効であることを確認した． 
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図-3．研修会の実施⾵景 

 

  
図-4(a)．IDR4M上で表⽰する河川⽔位のイメージ 

 
図-4(b)．IDR4M上で表⽰した降⾬，洪⽔ハザードデータのイメージ 
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